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研究成果の概要（和文）：これまでのメカニズムデザインの文献においては，メカニズム設計者が完全なコミットメン
ト能力を有し，事前に提示したメカニズムがどのように複雑なものであったとしてもそれに対して完全にコミットする
ことができると想定していた．しかし，メカニズムが時間をおって進行する動学的な構造を持つ場合には，情報が次第
に明らかになるために，メカニズムの途中の段階で異なるメカニズムに移行するインセンティブが生じるという時間非
整合性の問題が生じる．こうした問題に対応するために，本研究では，制度の設計者が不完全なコミットメント能力し
か持たない状況を考察し，コミットメントの欠如が均衡および厚生に与える影響を分析した．

研究成果の概要（英文）：In the existing literature, it is typically assumed that the principal can 
perfectly commit to the mechanism she designs, no matter how complicated that may be. In a dynamic 
setting where information is revealed only gradually over time, however, the principal often has an 
incentive to deviate to another mechanism at some interim stage. To address this issue, we consider a 
situation where the principal only has limited commitment power and evaluate how the lack of commitment 
power alters the equilibrium allocation and its welfare properties.
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１． 研究開始当初の背景 
これまでのメカニズムデザインの文献にお
いては，メカニズム設計者が完全なコミッ
トメント能力を有し，事前に提示したメカ
ニズムがどのように複雑なものであったと
してもそれに対して完全にコミットするこ
とができると想定していた．しかし，メカ
ニズムが時間をおって進行する動学的な構
造を持つ場合には，情報が次第に明らかに
なるために，メカニズムの途中の段階で異
なるメカニズムに移行するインセンティブ
が生じるという時間非整合性の問題が生じ
る．本研究では，こうしたコミットねメン
トに関する仮定を緩め，メカニズム設計者
が不完全なコミットメント能力しか持たな
い場合の均衡の特徴づけを行うことで，そ
の厚生含意を明らかにすることを目的とす
る．一般にコミットメントの無い場合の動
学メカニズムは，かなり分析が煩雑となる
ため，これまでにもあまり多くのことがわ
かっているとは言えず，その意味で大きな
意義があるといえる． 
 
２．研究の目的 
インセンティブ設計問題において重要とな
るのは，事前の段階で望ましい帰結をもたら
すであろうと予測されるインセンティブ構
造を事後的に確実に遂行することに対する
コミットメントである．しかし，動学的な環
境においては，時間をおって新たな情報がも
たらされることにより，制度設計者にとって 
ゲームの中途において当初提示していたメ
カニズム（契約）から逸脱するインセンティ
ブが生じる可能性をもつ．こうした逸脱が均
衡経路上で予測されるならば，エージェント
はこうしたメカニズムの事後的な変更の可
能性を織り込んで行動するため，当初のメカ
ニズムの機能の多くは失われてしまうであ
ろう． 
こうした問題意識の下に，本研究では，情

報が逐次的に得られる環境において，事前に
メカニズムにコミットすることの役割を理
論的に整理することを目的とする．分析の対
象や問題の構造は様々なケースが想定され
るが，こうした個別のケースを丹念に精査す
ることにより動学的環境におけるコミット
メント能力の役割についてより包括的な理
解を目指す． 
 
３．研究の方法 
情報の非対称性が存在する動学的環境にお
いてある特定の意思決定ルールやメカニズ
ムにコミットできないことが，結果としての
配分に与える影響を理論的に分析する．これ
らのクラスの問題の多くでは，逐次合理性
(sequential rationality)が要求されるコミット
メントのないケースがより煩雑となる傾向
があるため，こうしたケースに焦点をあてて
分析を行う．  
 

４．研究成果 
本研究では，主に以下の３つの研究プロジェ
クトに絞って分析を行い，それぞれについて
研究論文を仕上げた． 
 
（１）動学的環境おける評判の動機と戦略的
コミュニケーション 
制度設計者が完全なインセンティブ体系に
コミットできない場合は，エージェントのイ
ンセンティブは組織内で制御することがで
きず，エージェントは市場からの様々な圧力
に面することとなる．こうした市場圧力のな
かでも中心的な要素となるのは，市場におけ
る評判の効果である．市場によって提供され
るインセンティブは時にエージェントの行
動 を 規 律 付 け る 正 の 効 果 を 持 つ が ，
Holmstrom(1999)などの一連の研究によって
示されたように，過剰な評判確立のインセン
ティブは非効率性の源泉となりうることも
知られている． 
 Morris(2000)は，動学的環境における政策決
定者と私的情報をもつ専門家の間の戦略的
コミュニケーションの問題を分析した．政策
決定者は二つの選択肢に面しているが，その
うちの一つは社会通念上望ましくないとさ
れる”politically incorrect”な選択肢である状況
を考える．こうした状況において専門家が自
身の評判を気にする場合は，たとえ politically 
incorrect な選択が正しいと信じている場合で
も，そうでないいわゆる politically correct な
選択を進言するという可能性が想定される．
Morris(2000)は，このような環境において，専
門家が自らの持つ情報に関わらず，politically 
correct な選択を進言する均衡の存在とその
条件を導出した． 
 こうした Morris(2000)の結果は，なぜ専門
家が時に過剰に保守的な立場をとるのかと
いう点をうまく説明する．しかしその一方で，
我々は過剰とも思えるほどに社会通念上望
ましくないとされる立場をとる専門家の存
在も日常的に観察することができる．こうし
た観察は，我々にひとつの疑問を投げかける．
それは，専門家は politically incorrect な方向に
情報を歪めるインセンティブは持たないの
であろうかという点である． 
 こうした問題意識の下で，第一のプロジェ
クトでは Morris(2000)の設定を拡張すること
で，これとは反対の political incorrectness の背
後にあるインセンティブ構造についての分
析を行った．主要な結果としては，politically 
incorrect な方向に情報を歪めるインセンティ
ブは２期間モデルでは生じない一方で，３期
間以上のモデルにおいては，専門家が戦略的
に politically incorrect な立場を表明する可能
性があることを示した．この結果は，評判を
確立する機会が複数あるようなより「長期
的」な環境においては political incorrectness
は必ずしも正直な信念の表明ではなく，戦略
的な評判の動機から生じる可能性があるこ
とを示唆しており，こうした意見の解釈には



背後のインセンティブ構造に十分な注意を
払う必要があるといえる． 
 本プロジェクトの成果は”Careerist Experts 
and Political Incorrectness” (with Chia-Hui Chen) 
ISER Discussion Paper No. 894 として公表し，現
在は学術誌へ投稿中である．    
 
（２）交渉とオークション 
オークションは非分割可能財の配分を決定
するために最もよく用いられるメカニズム
である．オークションは標準的なもののみに
限定しても様々なルール（競り上げ／競り下
げ，公開入札／封印）が存在するが，いずれ
の場合においても極めて取引ルールが単純
で遂行上のコストが非常に小さいという利
点がある．その一方で，標準的なオークショ
ンは多くの現実的な環境では，売り手の利潤
を最大にするものではないこともよく知ら
れている． 
 オークションが必ずしも利潤を最大にし
ない理由の一つは，その取引ルールが事前に
厳密に固定されており，売り手側の裁量が著
しく制限されていることにある．このことが
特に問題となるのは，買い手が潜在的に非対
称なケースである．こうした状況においては，
売り手は価格差別をすることで買い手間の
競争をあおることで利潤を増大させること
ができるが（Myerson, 1981），標準的なオー
クションにおいてはこうした可能性は取引
ルールによって事前に排除されている．買い
手は多くのケースにおいて非対称であると
考えられるため，こうした観点からは，なぜ
売り手がオークションを好んで利用するの
かというのは必ずしも自明なこととは言え
ない． 
 第二のプロジェクトでは，オークションよ
りも売り手がより価格設定の裁量を持つ交
渉プロセスを想定し，こうした環境で売り手
がオークションと比較してどの程度の追加
的な利益を得られるのかという問題を考察
した．より具体的には，売り手は交渉の過程
でそれぞれの買い手に異なる価格を提示で
きると想定する．これは，全ての買い手に同
一の価格を提示する標準的なオークション
と比較すると，売り手により大きな裁量を与
えており，結果として売り手はより望ましい
取引戦略を採用する可能性を与える． 
 主要な結果は以下の通りである．まず，売
り手が事前に価格の経路に完全にコミット
できる場合は，売り手の期待利益は価格差別
の裁量によって必ず上昇するということが
いえる． 
 しかし，多くの場合において，均衡価格経
路は極めて複雑であり，こうした戦略（また
はメカニズム）に事前にコミットすることは
必ずしも容易とは言えない．もし売り手が価
格経路に一切コミットできないとするなら
ば，効率的な配分を達成する第二位価格オー
クション(second-price auction)と同値な均衡
が常に存在することが示した．また，ある追

加的な仮定の下で，こうした均衡が一意とな
ることも示した． 
 買い手が非対称な環境においては，第二位
価格オークションから得られる期待利益は，
競り下げオークション(Dutch auction)よりも
下回るケースがあることが知られている
（Maskin and Riley, 2000）.ここでの結果は，
価格差別の裁量は，売り手がコミットメント
能力を持たない場合は，売り手にあまり利益
をもたらさないばかりか，多くのケースにお
いて逆に利益を減少させることさえあると
いうことを示唆しており，この点において驚
くべき結果にいえる． 
 本プロジェクトの成果は”Auctions Versus 
Negotiations: The Role of Price 
Discrimination”(with Chia-Hui Chen) ISER 
Discussion Paper No. 873 として公表し，現在は
学術誌に投稿中である． 
 
（３）人材評価と雇用の最適停止問題 
内部労働市場において的確な人材の質の評
価は不可欠である．こうした人材の質に関す
る情報は時間を追って明らかとなるために，
その本質を見るためには動学的な分析が必
然的に要求される．特に，人材評価で重要に
なるのは，評価の時間軸をどのように設定す
るかである．短すぎる評価期間は拙速な意思
決定を引き起こす一方で，長すぎる評価期間
は評価を受ける労働者のインセンティブを
阻害する可能性が高い． 
 こうした問題に対する企業の対応は，業界
や業種によってまちまちである．法曹界，コ
ンサルティング業界や大学業界においては，
評価期間を事前に明示したうえで，昇進させ
るかどうかを決定する up-or-out contract が広
く普及している．一方で，その他のほとんど
の企業では，昇進のデッドラインを設けてい
るケースは極めてまれである． 
 こうした対応の違いはどこから生じるの
であろうか．理論的には，up-or-out contract
とその他の通常の昇進評価体系のひとつの
違いは，評価のタイミングに事前の段階でコ
ミットするかどうかという点に帰着するこ
とができる．up-or-out contract の下では，評
価のタイミングは事前に固定されているが，
通常の企業では，情報が十分に集まった時点
で昇進に関する意思決定を行うと解釈する
ことができ，この点において up-or-out 
contract と比較するとより柔軟な評価制度と
いえる． 
 第三のプロジェクトでは，こうした制度の
多様性の源泉に迫るために，評価タイミング
へのコミットメントが労働者および評価者
の双方にどのような影響を与えるのかを分
析した．特に着目したのは，評価を受ける労
働者のインセンティブは，その労働者が評価
を確立するために与えられた時間の長さに
強く依存するという点である．一般的に，労
働者の労働インセンティブは，評価のタイミ
ングが近づくにつれ強まる傾向 (deadline 



effect)があるため，早いタイミングで評価す
ることにコミットすることで，労働者から早
いタイミングで努力を引き出すことが可能
となる． 
 評価のタイミングに事前にコミットする
場合は，このタイミングの設定が労働者の時
間を通じた全体の努力水準への影響を勘案
して最適なタイミングを設定することとな
る．一方で，こうしたコミットメントがない
場合は，意思決定は逐次的となり，それぞれ
の時点で「ほんの少しだけ」意思決定を遅ら
せることの費用と便益の限界的な比較によ
って均衡での評価タイミングが決定される．
このことからいえることは，評価タイミング
にコミットしない場合の方が，労働者の努力
インセンティブは常に低くなるということ
である．このため評価に事後的な不確実性の
ない状況では，評価タイミングに事前にコミ
ットすることで評価者の期待利得が下がる
ことはないということが直ちにわかる．しか
し，ある一定の条件の下では，コミットメン
トがなくても同じ水準の利得をあげること
が可能である．本プロジェクトの最初の主要
な結果は，こうした可能性を厳密に考察し，
評価タイミングへのコミットメントが追加
的な価値をもたないための必要十分条件を
導出したことである． 
 このプロジェクトでのさらなる成果とし
て，この文脈での最適停止問題の均衡の完全
な特徴づけも行った．特にコミットメントの
ないケースにおいては，逐次合理性の要求に
より，完全ベイズ均衡の導出はかなりの技術
的な困難があると一般に想定されるが，本プ
ロジェクトにおいて構築したモデルはその
均衡が極めて簡素な構造を有しており，より
発展的な状況への応用にも可能性を持つベ
ンチマークともなりうる可能性を示してい
るといえる． 
 コミットメントのない最適評価タイミン
グ問題における非効率性の源泉は，大まかに
いって評価者が過去の努力への影響を無視
せざるを得ないことから，評価を過剰に引き
延ばす傾向があることである．このことから，
評価タイミングにコミットする場合の評価
期間は，しない場合と比較すると必ず短くな
るであろうということが予想される．しかし，
こうした予想に反し，本プロジェクトでは，
評価タイミングにコミットしない場合の方
が，評価者が早く意思決定してしまう均衡も
存在することも示した．この結果は，コミッ
トメントのない場合に，かえって評価が拙速
になる可能性を示しており，評価タイミング
へのコミットメントの持つ複雑な戦略的効
果の一端を描写するものとなっている． 
 本プロジェクトの成果は”A Tenure-Clock 
Problem”(with Chia-Hui Chen) ISER Discussion 
Paper No. 919 として公表し，現在は学術誌に
投稿中である． 
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